
2026年
（令和8年）

第462号
6月号

一般社団法人 東京法人会連合会○Ｃ 　〒160－0002 東京都新宿区四谷坂町5番6号　全法連会館3階
TEL 03－3357－0771（代）　URL：https://www.tohoren.or.jp　Mail：info@tohoren.or.jp

（1）

法人会は東京都の「地球温暖化対策報告書制度」を推進しています

令
和
８
年
度
第

１
回
東
法
連
理
事

会
が
５
月
27
日
、

全
法
連
会
館
で
開

催
さ
れ
、
令
和
７

年
度
事
業
報
告
お
よ
び
決
算
な
ど
が
承
認

さ
れ
た
。

昨
年
度
の
事
業
の
成
果
と
し
て
、
福
利

厚
生
制
度
の
加
入
拡
大
を
目
指
す
“
チ
ャ

レ
ン
ジ
１
０
０
”
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
の
新
契

約
件
数
部
門
に
お
い
て
、
東
法
連
の
目
標

達
成
率
が
113
・
２
％
と
な
る
１
万
７
千
４

４
０
件
を
記
録
し
た
こ
と
が
報
告
さ
れ
た
。

キ
ッ
ザ
ニ
ア
イ
ベ
ン
ト
に

延
べ
約
１
万
３
千
名
が
参
加

Ｎ
Ｈ
Ｋ
な
ど
マ
ス
コ
ミ
報
道
多
数

　

税
関
連
事
業
で
は
、
税
制
改
正
の
提
言

活
動
や
講
演
会
に
加
え
、
公
益
事
業
の
柱

で
あ
る
租
税
教
育
を
精
力
的
に
展
開
し

た
。
特
に
キ
ッ
ザ
ニ
ア
東
京
で
開
催
し
た

「T
A

X
 W

EEK
 2025

」
に
は
合
計
１
万

３
千
０
３
４
名
が
参
加
し
、
そ
の
様
子
が

Ｎ
Ｈ
Ｋ
や
主
要
民
放
、
各
新
聞
紙
上
な
ど

で
幅
広
く
報
道
さ
れ
る
な
ど
、
社
会
的
な

認
知
度
向
上
に
大
き
く
寄
与
し
た
。

組
織
面
で
は
、
令
和
８
年
３
月
末
時

点
の
会
員
数
が
10
万
４
千
９
６
１
社
と
な

り
、
廃
業
や
景
気
の
影
響
に
よ
り
前
年
度

か
ら
減
少
し
た
も
の
の
、
新
規
入
会
理
由

の
大
半
が
会
員
勧
奨
に
よ
る
も
の
で
あ
り
、

各
法
人
会
に
よ
る
増
強
活
動
の
成
果
が
示

さ
れ
た
。
共
益
事
業
に
お
い
て
も
、
貸
倒

保
証
制
度
や
Ａ
ｕ
ｄ
ｉ
な
ど
の
車
両
優
待
、

デ
ル
の
特
典
プ
ロ
グ
ラ
ム
な
ど
が
会
員
サ

ー
ビ
ス
と
し
て
活
用
さ
れ
た
。

厚
生
関
係
で
は
、

推
進
協
力
を
行
っ
て

い
る
特
定
退
職
金
共

済
制
度
に
つ
い
て
、

令
和
７
年
度
末
の
保

険
料
積
立
金
が
約
４

６
６
億
円
、
留
保
率

も
100
％
以
上
を
維
持

し
、
健
全
な
運
営
状

況
に
あ
る
こ
と
が
報
告
さ
れ
た
。

ま
た
、
各
部
会
活
動
も
多
彩
に
展
開

さ
れ
、
女
性
部
会
に
よ
る
「
税
に
関
す
る

絵
は
が
き
コ
ン
ク
ー
ル
」
で
は
、
都
内
か

ら
の
応
募
数
が
過
去
最
多
を
更
新
す
る
２

万
９
千
８
７
９
作
品
と
な
り
、
県
連
別
で

全
国
１
位
に
輝
い
た
。
青
年
部
会
に
お
い

て
も
、
確
定
申
告
期
の
動
画
広
告
展
開
や
、

「
青
年
の
集
い
山
梨
大
会
」
に
お
け
る
板

橋
法
人
会
の
優
秀
賞
受
賞
な
ど
、
次
世
代

へ
つ
な
ぐ
活
動
が
活
発
に
行
わ
れ
た
。

新
た
に
実
施
し
た
施
策
と
し
て
は
、
昨

年
度
新
設
さ
れ
た
健
康
経
営
委
員
会
を
中

心
に
活
動
を
推
進
し
た
結
果
、
令
和
８
年

３
月
に
東
法
連
と
し
て
「
健
康
経
営
優
良

法
人
」
の
認
定
を
取
得
し
た
。
さ
ら
に
公

益
法
人
制
度
の
改
正
に
向
け
、
各
単
位
会

事
務
局
へ
の
説
明
会
や
注
意
喚
起
を
実
施

す
る
な
ど
、
適
正
な
法
人
運
営
に
向
け
た

体
制
整
備
を
進
め
た
。

役
員
改
選
、記
念
事
業
の
た
め

経
常
収
益・費
用
と
も
に
増
加

決
算
に
つ
い
て
は
、
役
員
改
選
に
伴

う
会
議
費
の
増
加
や
記
念
事
業
の
影
響
で
、

収
支
と
も
に
前
年
度
を
上
回
っ
た
こ
と
が

報
告
さ
れ
た
。
な
お
、
正
味
財
産
期
末
残

高
は
約
３
億
８
０
０
万
円
を
確
保
し
、
安

定
し
た
財
務
基
盤
を
維
持
し
て
い
る
。

東
法
連
令
和
７
年
度
事
業
報
告
と
決
算
を
承
認

“
チ
ャ
レ
ン
ジ
１
０
０
”新
契
約
件
数
目
標
達
成
率
113
％

東
法
連
理
事
会

あいさつする
斎藤保会長

令和７年度事業報告・決算を承認する理事会



2026年（令和8年）6月号 （2）

法人会 青年部会は「財政健全化のための健康経営プロジェクト」に取り組んでいます

東
法
連
は
５

月
28
日
、
第
１

回
税
制
税
務
委

員
会
（
髙
野
吉

太
郎
委
員
長
・

新
宿
法
人
会
会
長
）
を
全
法
連
会
館
で

開
催
し
、「
令
和
９
年
度
税
制
改
正
要

望
案
」
を
承
認
し
た
。

今
回
の
要
望
で
は
、
中
小
企
業
の
法

人
税
負
担
の
軽
減
を
最
重
要
課
題
と
し

て
位
置
付
け
、
法
人
税
の
実
効
税
率
の

引
き
下
げ
、
お
よ
び
中
小
企
業
軽
減
税

率
の
本
則
化
を
継
続
要
望
と
し
た
。
ま

た
、
企
業
の
人
材
確
保
や
賃
上
げ
に
直

結
す
る
所
得
税
の
抜
本
的
見
直
し
を
は

じ
め
、
事
業
承
継
や
所
有
不
動
産
に
大

き
く
関
わ
る
資
産
課
税
の
改
革
、
役
員

給
与
の
取
扱
い
の
柔
軟
化
、
イ
ン
ボ
イ

ス
制
度
な
ど
に
関
す
る
事
務
負
担
の
軽

減
な
ど
、
会
員
企
業
か
ら
要
望
の
強
い

項
目
を
踏
ま
え
た
も
の
と
な
っ
た
。

全
法
連
で
は
、
７
月
28
日
に
第
１

回
税
制
委
員
会
（
飯
野

光
彦
委
員
長
・
東
法
連

副
会
長
・
北
沢
法
人
会

会
長
）
を
開
催
予
定
で
、

令
和
９
年
度
税
制
改
正

提
言
の
取
り
ま
と
め
に

向
け
た
作
業
が
本
格
化
す
る
。
今
後
は
、

ア
ン
ケ
ー
ト
結
果
や
県
連
要
望
な
ど

を
踏
ま
え
な
が
ら
、

８
月
下
旬
の
起
草

検
討
会
、
９
月
２

日
の
税
制
委
員
会

を
経
て
、
９
月
18

日
の
全
法
連
理
事

会
で
「
令
和
９
年

度
税
制
改
正
に
関

す
る
提
言
」
が
正

式
決
定
さ
れ
る
。

法人会 青年部会は「財政健全化のための健康経営プロジェクト」に取り組んでいます

東
法
連
は
ｅ

─

Ｔ
ａ
ｘ
利
用
促
進
を

目
的
に
、
令
和
７
年
度
東
法
連
「
税
に

関
す
る
絵
は
が
き
コ
ン
ク
ー
ル
」
入
賞

作
品
を
モ
チ
ー
フ
と
し
た
ポ
ス
タ
ー
を
、

東
京
国
税
局
の
協
力
の
も
と
作
成
し
た
。

ポ
ス
タ
ー
に
は
国
税
局
と
東
法
連
の
ウ

ェ
ブ
サ
イ
ト
の
Ｑ
Ｒ
コ
ー
ド
を
掲
載
。

広
報
効
果
の
向
上
を
図
っ
た
。
会
員
事

業
所
や
事
務
局
で
掲

示
す
る
ほ
か
、
税
務

署
へ
の
掲
示
依
頼
や
、

絵
は
が
き
コ
ン
ク
ー

ル
の
周
知
・
推
進
に
も
活
用
す
る
。

令
和
８
年
度

第
１
回
総
務
委

員
会
（
髙
橋
利

充
委
員
長
・
練

馬
西
法
人
会
会

長
）
が
５
月
21
日
、
全
法
連
会
館
で
開

催
さ
れ
、
東
法
連
の
令
和
７
年
度
事
業

報
告
及
び
決
算
報
告
が
審
議
さ
れ
、
い

ず
れ
も
原
案
通
り
承
認
さ
れ
た
。

事
業
報
告
で
は
、
税
関
連
、
組
織
関

連
な
ど
分
野
別
の
活
動
実
績
、
月
別
の

会
議
・
研
修
会
開
催

状
況
、
叙
勲
お
よ
び

納
税
表
彰
受
彰
者
、

絵
は
が
き
コ
ン
ク
ー

ル
の
入
選
作
品
な
ど
が
報
告
さ
れ
た
。

ま
た
、
第
14
回
通
常
総
会
の
運
営
要

領
や
東
京
都
に
よ
る
定
期
立
入
検
査
実

施
計
画
に
つ
い
て
報
告
さ
れ
た
ほ
か
、

賛
助
会
員
・
会
費
徴
収
方
法
な
ど
、
各

会
が
抱
え
る
課
題
に
つ
い
て
意
見
交
換

が
な
さ
れ
た
。

事
業
報
告
・
決
算
報
告
に
つ
い
て

は
、
５
月
27
日
の
第
１
回
理
事
会
で
承

認
さ
れ
た
後
、
６
月
24
日
開
催
の
第
14

回
通
常
総
会
の
決
議
事
項
と
な
る
。

お
め
で
と
う
ご
ざ
い
ま
す

【
瑞
宝
中
綬
章
】（
税
務
行
政
事
務
功
労
）

令
和
８
年
春
の
叙
勲
受
章
者
の
発
表

が
あ
り
、
東
法
連
関
係
で
は
、
次
の
方

が
受
章
の
栄
に
浴
さ
れ
た
。

令
和
７
年
度
事
業
報
告
と
決
算
報
告
を

理
事
会
に
先
立
ち
審
議

ｅ

─

Ｔ
ａ
ｘ
利
用
促
進
ポ
ス
タ
ー
作
成

絵
は
が
き
コ
ン
ク
ー
ル
入
賞
作
品
を
モ
チ
ー
フ
に

東
法
連
の
令
和
９
年
度
税
制
改
正
要
望
ま
と
ま
る

中
小
企
業
の
実
効
税
率
引
下
げ
、

事
業
承
継
や
人
材
確
保
に
直
結
す
る

税
制
改
革
を
強
く
要
望税

制
税
務
委
員
会

総
務
委
員
会

渡
邉
　
定
義 

氏

（
東
法
連
監
事・渡
邉

定
義
税
理
士
事
務
所
）

あいさつする
髙野吉太郎委員長

あいさつする
髙橋利充委員長

令和８年度e-Tax利用促進ポスター

税制改正要望案を承認する税制税務委員会



2026年（令和8年）6月号（3）

法人会 女性部会は「食品ロス」削減に取り組んでいます法人会 女性部会は「食品ロス」削減に取り組んでいます

東
法
連
女
性
部
会
連
絡
協
議
会
は
５

月
12
日
、
総
会
に
あ
た
る
定
時
連
絡
協

議
会
を
全
法
連
会
館
で
開
催
し
た
。

協
議
会
で
は
、
岡
田
和
泉
女
連
協
会

長
（
武
蔵
野
法
人
会
常
任
理
事
）、
長

島
祐
司
女
性
部
会
担
当
副
会
長
（
渋
谷

法
人
会
会
長
）
の
あ
い
さ
つ
に
続
き
、

令
和
７
年
度
活
動
報
告
、
令
和
８
年
度

活
動
計
画
案
等
の
審
議
を
行
い
、
い
ず

れ
も
原
案
ど
お
り
承
認
さ
れ
た
。

令
和
７
年
度
絵
は
が
き
コ
ン
ク
ー
ル

応
募
作
品
数
は
全
国・東
京
と
も
に
過
去
最
多

東
法
連
は
県
連
別
で
全
国
１
位

活
動
報
告
で
は
、
各
種
会
議
の

開
催
状
況
や
「
税
に
関
す
る
絵
は

が
き
コ
ン
ク
ー
ル
」
の
実
施
結
果

な
ど
の
報
告
が
あ
っ
た
。
同
コ
ン

ク
ー
ル
は
東
京
で
は
全
48
会
で
実

施
し
、
応
募
作
品
数
は
県
連
別
で
全
国

１
位
の
２
万
９
千
８
７
９
枚
。
全
国
で

も
全
４
４
０
会
が
実
施
し
、
25
万
５
千

７
５
５
枚
と
過
去
最
多
と
な
っ
た
。

令
和
８
年
度
活
動
計
画
案
で
は
、
引

き
続
き
「
税
に
関
す
る
絵
は
が
き
コ
ン

ク
ー
ル
」
や
「
食
品
ロ
ス
削
減
」
に
取

り
組
む
こ
と
が
了
承
さ
れ
た
。

こ
の
ほ
か
、
令
和
７
年
12
月
末
現
在

の
東
法
連
の
女
性
部
会
会
員
数
が
６
千

79
名
で
あ
る
こ
と
や
、
令
和
７
年
度
福

利
厚
生
制
度
推
進
実
績
に
も
と
づ
く
会

合
予
算
補
助
が
約
43
万
円
で
あ
る
こ
と

な
ど
が
報
告
さ
れ
た
。

今
後
の
会

議
予
定
で
は
、

全
体
連
絡
会

議
を
令
和
９

年
３
月
１
日

に
京
王
プ
ラ

ザ
ホ
テ
ル
で

開
催
し
、
あ

わ
せ
て
8
年

度
の
絵
は
が

き
コ
ン
ク
ー

ル
表
彰
式
を

行
う
こ
と
と

し
て
い
る
。

東
法
連
青
年
部
会
連
絡
協
議
会
は
５

月
13
日
、
総
会
に
あ
た
る
定
時
連
絡
協

議
会
を
新
宿
の
京
王
プ
ラ
ザ
ホ
テ
ル
で

開
催
し
た
。　

協
議
会
で
は
、

小
林
滋
之
青
連

協
会
長
（
杉
並

法
人
会
理
事
）

ら
の
あ
い
さ
つ
の
後
、
令
和
７
年
度
活

動
報
告
、
令
和
８
年
度
活
動
計
画
案
に

つ
い
て
の
審
議
が
行
わ
れ
、
原
案
ど
お

り
承
認
さ
れ
た
。

令
和
８
年
度
活
動
計
画
案
で
は
、
公

益
事
業
の
大
き
な
柱
で
あ
る
税
関
連
事

業
に
つ
い
て
は
親
会
等
と
の
連
携
を
図

り
、
引
き
続
き
キ
ッ
ザ
ニ
ア
東
京
で
の

租
税
教
育
事
業
、
Ｓ
Ｎ
Ｓ
等
に
よ
る
税

務
広
報
活
動
を
行
う
こ
と
に
な
っ
た
。

青
年
の
集
い
島
根
大
会
租
税
教
育
活
動

プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
東
法
連
代
表
は

町
田
法
人
会
青
年
部
会

協
議
会
終
了
後
に
は
、
11
月
の
「
法

人
会
全
国
青
年
の
集
い
島
根
大
会
」
の

租
税
教
育
活
動
プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン

に
お
け
る
、
東
京
か
ら
の
エ
ン
ト
リ
ー

事
業
の
選
定
が
行
わ
れ
た
。

候
補
は
、

発
表
順
に
町

田
法
人
会
青

年
部
会
「
誰

一
人
取
り
残

さ
な
い
租
税

教
育
『
租
税

教
育
か
み
し

ば
い
』
に
よ
る
講
師
養
成
・
普
及
モ
デ

ル
の
構
築
」、
雪
谷
法
人
会
青
年
部
会

「
ユ
キ
フ
ル
」の
２
事
業
。
審
査
の
結
果
、

島
根
大
会
の
代
表
事
業
は
、
町
田
法
人

会
青
年
部
会
に
決
定
し
た
。

親
会
等
と
連
携
し
税
関
連
事
業
に

積
極
的
に
取
り
組
む

「
税
に
関
す
る
絵
は
が
き
コ
ン
ク
ー
ル
」

な
ど
を
継
続
し
て
取
組
む

定
時
連
絡
協
議
会
を
開
催

東
法
連
女
性
部
会
連
絡
協
議
会

定
時
連
絡
協
議
会
を
開
催

東
法
連
青
年
部
会
連
絡
協
議
会

あいさつする小林滋之 
東法連青連協会長

あいさつする岡田和泉 
女連協会長

あいさつする長島祐司 
女連協担当副会長

町田法人会プレゼンテーション

雪谷法人会プレゼンテーション

東法連代表に選出された
町田法人会青年部会

令和８年度活動計画等を審議する女連協定時連絡協議会
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法人会は「税に関する絵はがきコンクール」など様々な租税教育活動に取り組んでいます

第
20
回
法
人
会
全
国
女
性
フ
ォ
ー
ラ

ム
・
埼
玉
大
会
が
４
月
26
日
、
さ
い
た

ま
市
の
大
宮
ソ
ニ
ッ
ク
シ
テ
ィ
で
開
催

さ
れ
、
全
国
の
法
人
会
女
性
部
会
員
な

ど
約
１
６
０
０
名
（
東
法
連
か
ら
は
１

９
１
名
）
が
参
加
し
た
。

埼
玉
は
、
豊
か
な
自
然
に
恵
ま
れ
て

い
る
だ
け
で
な
く
、
都
市
の
賑
わ
い
と

便
利
さ
を
併
せ
持
つ
地
域
で
も
あ
る
。

大
会
キ
ャ
ッ
チ
フ
レ
ー
ズ
の
「
彩
の
国

か
ら
輝
く
未
来
へ
～
女
性
が
創
る
新
時

代
～
」
は
、
社
会
が
変
化
し
て
い
く
な

か
、
あ
ら
ゆ
る
分
野
で
「
女
性
活
躍
」

を
実
現
し
て
い
こ
う
と
い
う
想
い
が
込

め
ら
れ
て
い
る
。

当
日
は
、
ダ

ン
ス
チ
ー
ム

「
Ｖ
Ｉ
Ｏ
Ｌ
Ｅ

Ｔ
」
に
よ
る
オ

ー
プ
ニ
ン
グ
ア

ト
ラ
ク
シ
ョ
ン
に
続
い
て
、
第
１
部
林

家
た
い
平
氏
の
記
念
講
演
、
第
２
部
大

会
式
典
、
第
３
部
懇
親
会
の
構
成
で
開

催
さ
れ
た
。

大
会
式
典
で
は
、
宇
野
三
花
埼

玉
県
連
女
連
協
会
長
の
歓
迎
あ

い
さ
つ
で
開
会
し
、
村
上
康
恵
全

法
連
女
連
協
会
長
（
広
島
県
連
女

連
協
相
談
役
）、

斎
藤
保
全
法
連

会
長
（
東
法
連

会
長
）
の
あ
い

さ
つ
の
後
、
高

橋
俊
一
国
税
庁
課
税
部
長
の
祝
辞
が
寄

せ
ら
れ
た
ほ
か
、
埼
玉
県
連
女
連
協
に

よ
る
活
動
事
例
報
告
な
ど
が
あ
っ
た
。

次
回
の
第
21
回
法
人
会
全
国
女
性
フ

ォ
ー
ラ
ム
・
長
崎
大
会
は
、
令
和
９
年

４
月
15
日
、
長
崎
市
の
出
島
メ
ッ
セ
長

崎
で
行
わ
れ
る
。

５
月
24
日
、
千
葉
県
匝
瑳
市
野
手
浜

で
植
樹
祭
が
開
催
さ
れ
、「
Ｍ
Ｏ
Ｒ
Ｉ

Ｎ
Ｏ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
と
し
て
参
加

し
た
Ａ
Ｉ
Ｇ
損
保
と
と
も
に
東
法
連

職
員
も
ボ
ラ
ン

テ
ィ
ア
で
参
加

し
た
。
当
日
は
、

集
ま
っ
た
有
志

約
三
百
人
で
約

三
千
本
の
苗
木

を
植
樹
。
こ
れ

ら
の
苗
木
は
10

年
、
20
年
の
歳

月
を
か
け
て
成

長
し
、
や
が
て

「
い
の
ち
を
守

る
森
」
と
な
る
。

「
Ｍ
Ｏ
Ｒ
Ｉ
Ｎ

Ｏ
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
」
は
全
国
各

地
で
防
災
・
減

災
、
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ

の
推
進
に
貢
献

し
て
い
る
。

東京国税局からのお知らせ 業務センターへの郵送等に関するお願い
東京国税局では、複数の税務署の内部事務を集約する「内部事務のセンター化」を実施しており、令和8年7月10日
以降は、全ての税務署が対象となります。また、業務センターの名称を変更（統一）することとしております。
内部事務のセンター化実施に伴い、次の事項についてご理解とご協力をお願い申し上げます。
なお、内部事務のセンター化は、納税者の皆様の所轄税務署を変更するものではございません。
☞	 税務署に、申告書、申請書及び添付書類等を提出する際は、以下の通りご対応ください。
	 •ｅ-Tax（データ）により提出する場合は、従来通り所轄税務署へ送信ください。
	 • 書面により提出する場合は、対象署に対応する業務センターへ郵送をお願いいたします。※
☞	 書面の申告書、申請書及び添付書類等を、業務センターへ直接持ち込むことはできません。
☞	 業務センターでは、納税者や税理士の皆様に対し、内部事務を処理するために電話や文書によりお問い合わせすることがあります。
☞	 電話による税務相談や申告書・申請書等の用紙の送付は、業務センターでは行っておりません。
☞	 納税証明書の交付、面接による相談、現金による国税の納付などの窓口対応は、従来どおり所轄税務署で行います。
※令和8年7月10日以降の郵送先住所は、同年7月1日以降の国税庁ホームページをご確認ください。

全
国
か
ら
約
一
千
六
百
名
参
加

匝
瑳
市
植
樹
祭
に
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
参
加

女
性
フ
ォ
ー
ラ
ム
埼
玉
大
会

「
Ｍ
Ｏ
Ｒ
Ｉ
Ｎ
Ｏ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」

あいさつする村上康恵全法連女連協会長

植樹をする参加者ボランティア参加者で記念撮影

あいさつする
斎藤保会長

講演を行う
林家たい平氏


